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はじめに

　英文雑誌The Oriental Economist（1934年創刊，東洋経済新報社）がよう

やく注目されるようになっている。同誌の初代編集長は石橋湛山であったとは

いえ，同誌について国内で知る人はまだ不思議なほど少ない。しかも石橋自身

が多面的な活動をしたことが関係し，種々の媒体で議論が進行しているように

思われる。日本の若手研究者たちが同誌に注目し始めているようなので，経済

学者・経済学史家の視点からいくらか論点を整理しておくことは意義のあるこ

とであろう。

　これまでのところ，「石橋湛山の多面的評価に向けて」（池尾 2013）や「Ｍ・

ブロンフェンブレナーと戦後日本経済の再建（1947～1952年）」（池尾 2011） 

において，石橋湛山の公職追放とインフレーションをめぐる論点について，

The Oriental Economist を参照していくらか検討したことがある⑴。それゆえ

本稿では，The Oriental Economist の最近の研究動向，同誌創刊の背景をこ
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⑴　ジョゼフ・ドッジについては，杉田米行たちがデトロイト銀行のドッジ文書を入手して検討を
行っている。Sugita, Y. and M. Thorsten（1999）および Sugita（2003）が参照できる。
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れまでとは異なる角度から検討し，戦前・戦中期の同誌の特徴，終戦直後から

1950年代にかけての同誌の特徴を幾つか拾って，論点整理を行うことにする。

The Oriental Economist の研究動向

　The Oriental Economist は，1934年５月に有償月刊誌として創刊された。

1946年１月に週刊となり，1952年９月から再び月刊となり，諸外国との貿易摩

擦の最中，1985年11月・12月合併号が最終号となる。1986年１月号からは

Tokyo Business Today となって，日本の社会や経済の情報をもっぱら発信す

るようになる。

　まず指摘すれば，海外の日本研究者で英語文献を読める人たちは必ずThe 

Oriental Economist を参考にしているといってよいように思われる。Tokyo 

Business Todayになった後も，日本や日本語を勉強する人たちのための教材・

副教材として役立てられたと思われる。日本と東アジアの経済データが戦前・

戦中のThe Oriental Economist には豊富に収録されていたので，日本経済史

を研究する人たちは同誌からデータを入手していたのである。

　それに対して，国内での同誌の利用可能性は極端に低く，同誌を参照する議

論も非常に少なかった。2016年12月16日の石橋湛山研究学会第４回大会で質問

を投げかけたところ，同誌の現物を実際に見たことのあるのは出席者の半分く

らいであった。換言すれば，内外の研究者の間で，学術研究上の情報ギャップ

が存在してきたといえそうな状況であった。

　最近の日本の若手政治学者たちの研究視線は，戦前と戦時中のThe Oriental 

Economist に注がれるようである。確かに日中戦争が始まって以降，日本政治

や日本が関係する国際政治の記事が増えた（池尾 2013 参照）。鈴村裕輔の「英

語版『東洋経済新報』の創刊と石橋湛山の役割」（2017）が改めてThe Orien-

tal Economist の創刊の事情と，終戦直後の占領期に石橋が連合国総司令部

（SCAP/GHQ）から日本経済レポートの作成を依頼された事情を論じている。
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望月詩文は，『「The Oriental Economist」総目次──1934年５月創刊号～1945

年７・８月合併号──』（2017）を作成した。もちろん山口正（石橋湛山全集

編集担当）が，『思想家としての石橋湛山』（2015）において提供する情報も興

味深くかつ貴重である。さらに政治学者の増田弘（石橋湛山研究者，石橋湛山

研究学会会長）が，日本語本誌の『東洋経済新報』，香港版，英語版を含めて

丹念な研究を進めてきている（石橋湛山研究学会第３回年次研究会，2015年12

月12日）⑵。

　しかしながら，雑誌タイトルが示唆するように，経済・産業・貿易・金融な

どの記事が中心であり，終戦後の数年間については，日本の経済・経済政策の

状況だけではなく，民間貿易の再開の様子も伝える貴重な資料であると思われ

る（後述）。

The Oriental Economist の特徴（1945年まで）

　The Oriental Economist の特徴をまず，1934年５月の創刊時から1945年ま

での期間で整理しておこう。その第１の特徴は，各種の経済統計データを豊富

に掲載していたことである。このことを理解するためには，同誌が創刊される

少し前の状況をみておくことが有益である。

　国際連盟（League of Nations）は『統計月報』（Monthly Bulletin of Statis-

tics）を1920年から発行していた。『統計月報』1934年２月号には，1929年か

ら33年途中まで世界の主要21ヶ国の貿易高合計が減少してゆくことを示す時系

列の折れ線グラフが掲載された。その約４年間に世界貿易が1/3に落ち込むほ

どの経済収縮が発生していたのである。各国の国際経済担当者に情報は伝えら

れていたことも見逃せない。貿易の収縮は輸出の減退を通じて各国の GDPの

減少につながっていた。こうした経済収縮の再発防止が，第二次大戦後の世界

─────────────────
⑵　増田（1993）等においてThe Oriental Economist に簡単に触れられている。
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での共通課題となる。国際通貨基金（IMF）の設立，関税と貿易に関する一般

協定（GATT）による関税引下げ交渉の開始，そして後の世界貿易機関（WTO）

の設立につながっている（池尾 2017 参照）。
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図表（1）　世界貿易の収縮1929年１月～1933年３月
（75ヶ国の輸入合計　百万旧米金ドル）

（キンドルバーガー『大不況下の世界：1929-1939』）

　1975年，C. P. キンドルバーガーが『大不況下の世界：1929-1939』において，

当時の月次データを使って，75ヶ国の総輸入額が螺旋状に内側に向かって収縮

してゆく線グラフで現わして，1929年から33年途中までの貿易収縮の様子が広

く知られるようになったといえる。IMF ウェブサイト掲載の「IMF の歴史」

のページでは，彼のデータを年ごとに集計した棒グラフが用いられ，「近隣窮

乏化政策」（beggar thy neighbor policies）の反省から同機関が誕生したこと

が解説されている⑶。つまり，各国は為替を切下げたり，輸入を制限しながら
─────────────────
⑶　少なくとも2013年頃以降，IMF のウェブサイトにはキンドルバーガーのデータを使ったグラフ
が掲載されている（2017年５月30日アクセス）。
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輸出を伸ばそうとしたりしたのであるが，相手国の報復措置にあい，結局，世

界の貿易が収縮し，輸出の減少が，国内の GDPの減少をもたらしたのであっ

た。図表（1）では，キンドルバーガーが国際連盟のデータから作成した75ヶ国

輸入高の変化を単純な時系列折れ線グラフで表現しておく（池尾 2017 第５章

参照）。

　そのような世界貿易の大収縮と世界大不況を経て，1934年５月にThe Ori-

ental Economist が創刊されたのである。もっとも国際金本位制からの離脱の

時期とその手続きは各国で様々であり，貿易の収縮タイミングにもバラつきが

あった。日本の場合には，イギリスと深刻な貿易戦争の状態に陥っていたこと

を強調しておかなくてはならない。1931年12月，高橋是清蔵相の下，金輸出再

禁止により金本位制度から離脱した後，日本円の相場が市場の圧力のため大き

く下がり，日本の貿易赤字は減少した
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

。すると，イギリスなどから，為替ダン

ピング，ソーシャル・ダンピングであると，厳しい批判が起こった。それに対

して，日本経済の正確なデータを示して反論することが求められたのであった

（池尾 2013）。

　写真（1）は1934年９月号の目次である。見出しにゴシック表記が用いられて，

それ以前の諸号より見やすくなっている。同誌は創刊号以来，月刊時評

「Review of the Month」，社説・論説「Leading Articles」のほか，統計データ

「Statistical Data」を掲載していた。目次下段の「Statistical Data」から，統

計データの掲載頁が多いことがわかる。1934年５－10月号のデータ頁を拾うだ

けでも，15頁／全43頁，27頁／全51頁，20頁／全55頁，19頁／全51頁，20頁／

全51頁，20頁／全51頁になる。1934～1941年の諸号を見渡すと，統計データ掲

載頁数は全体の３－６割にのぼる。

　しかし1941年３月以降は，政府がデータの一部を公表しなくなったので，同

誌も一部のデータを掲載できなくなる。1941年３月号とそれ以前を比べると，

国別貿易データが脱落したことがわかる。それ以降の諸号も参照すれば，貿易
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は，友好的な国々とのみ可能であることを改めて読み取ることができる。敵対

する国々とは貿易が細ってゆくのである。

　1939年３月号から，年に１回，図・グラフが登場する。ただし，ごく簡単な

説明が添えられているだけである。比較的わかりやすい２つの図・グラフを紹

介しておこう。

　写真（2）は1939年３月号掲載の「国籍別の訪日観光客数」（１月から10月まで）

の1937年と1938年の比較である。満州国・ソビエト連邦からの訪日観光客は増

加したが，他の国々からの訪日観光客は減少し，全体として訪日観光客は1937

年の37,525人から，1938年の24,407人に減少した。

　写真（3）は，1944年３月号掲載の「日本財政の動向（1937年～1944年）」であ

る。日本政府の歳入（左）と歳出（右）の規模と構成の推移がペアの棒グラフ

によって示された。凡例によれば，歳入は上から，「その他収入」，「税収」，「国

債」である。歳出は上から，「一般会計の陸海軍部門への支出」，「一般会計か

写真（1）　The Oriental Economist  1934年９月号の目次
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写真（2）　国別訪日観光客（1937年と1938年）
The Oriental Economist  1939年３月号 p.191

写真（3）　日本財政の動向（1937年～1944年）
The Oriental Economist  1940年３月号 p.131
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らの他の部門への支出」，「緊急軍事支出」である。縦軸の単位は「兆円」であ

る。

　The Oriental Economist の第２の特徴は，石橋湛山執筆の全記事を読み通

した結果として，彼の書く月刊時評や社説が基本的に冷静なトーンで執筆され

ていることがあげられる⑷。池尾（2013）で詳しく論じたように，例外は，創

刊号（1934年５月）掲載の社説「日英貿易会議の失敗」（‘The Failure of the 

Anglo-Japanese Trade Conference’）だけである。石橋は，「綿製品貿易をめ

ぐる二国間会議が決裂したのは，もっぱらランカシャーのイギリス代表団に責

任がある。イギリス代表団には，世界の貿易高が収縮する中で日本だけが貿易

高を増加させた（実際は減少した）と事実誤認がある」と断じたのであった。

　The Oriental Economist の第３の特徴は，海外からの寄稿者を擁したこと

である。望月（2017）が次の海外の執筆者28人をリストアップしている。

　G. C. Allen, Thomas A. Bisson, Jules I. Bogen, Hugh Byas, R. E. M. 

Cameron, G. D. H. Cole, Dorman Crump, E. F. M. Durbin, G. W. Engel, 

Ranald M. Findlay, A br. Fowein, George Gorman, Heinrich Hunke, E. 

Kann, Hugh Miller, Charles K. Moser, Percy Noel, Ernest H. Pickering, 

Wachtel Fudolf, Benoy Kumar Sarkar, James A. B. Scherer, Elizabeth 

Boody Schumpeter, C. M. Short, Guenther Stein, M. B. Thresher, Harald 

von Waldheim, A. Morgan Young, and Elmer H. Youngman.

─────────────────
⑷　石橋の記事についての詳細は，池尾（2013）を参照していただきたい。池尾（2006）とIkeo（2014）
でも，The Oriental Economistに言及した。早稲田大学図書館にはThe Oriental Economistのうち，
石橋湛山が執筆した記事の複写の複写が入っている。筆者は2016年に４回にわたって（１月12日，
８月29日，９月26日，11月２日）東洋経済新報社を訪問してThe Oriental Economist に目を通す
機会を得た。その限りであるが，他の日本人が執筆した記事も基本的に冷静なトーンで書かれてい
るように見受けられた。



9英文雑誌『オリエンタル・エコノミスト』の経済記事について

9

石橋はThe Oriental Economist の寄贈は一切していないと断言しているので，

彼らの所属機関（あるいは彼ら自身）が同誌を定期購読していたはずである⑸。

そうでなければ，同誌に適した記事を書くことはできない。

　幾つかの寄稿文と執筆者を紹介しておこう。

　フィンドレイ（Ranald M. Findlay）は1936年１月号に寄稿した「日本問題：

あるイギリス人の見解」（‘Japan’s Problem: An English View’）において，「The 

Oriental Economist は無二の情報源である（The Oriental Economist is an 

unrivalled mine of information.）」と述べ，日本に対する誤解を防ぎうること

を認めた。英語での日本情報は西洋では貴重であった。ただ彼は，イギリスで

日本問題と呼ばれていることを紹介し，ヨーロッパにおいて日本製品に対する

輸入制限が実施されつつあり，イギリスでは『満州国の冒険』（“Manchukuo 

Adventure”）が誤解を発生させていると述べた。

　アレン（G. C. Allen, 1900-1982）は，1936年９月号に「イギリスの産業構造」

（‘British Industrial Structure’），同年11月号に「関西工業地区再訪」（‘Industrial 

Kwansai Re-visited’），1938年６月号に「日本と大英帝国」（‘Japan and Great 

Britain’），1940年２月号に「欧州戦争の経済的帰結」（‘Some Economic Conse-

quences of the European War’）と，４回にわたって寄稿した。アレンは名古

屋高等商業学校（現名古屋大学）で1920年代前半に３年間にわたって教鞭を

執っていた。彼は経済史的アプローチをとっており，イギリスに帰国してリバ

プール大学に着任し，日本研究をライフワークの一つにするようになってい

─────────────────
⑸　山口正によれば，当該時期の購読者リストは残っていない（2015年12月12日，石橋湛山研究学会
第３回年次研究会）。東洋経済新報社にあるThe Oriental Economist 1941年12月号に挟まれたちら
しには，「‘The Oriental Economist Read by Over Forty Nations. The oldest established journal of 
the kind in the Japanese Empire. Japanese owned and Japanese edited. TANZAN ISHIBASHI, 
Editor. $3.75 in U.S.A., 15 shillings in Europe and elsewhere.」と書かれており，同誌が40ヶ国以上
で読まれていたことがわかる。また，戦後のシャウプ税制改革ミッションのメンバーもThe Ori-
ental Economist を読んでいたことは，横浜国立大学所蔵のシャウプ文書にある当時の書簡を読め
ば明らかである。
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た。彼は1929年に再来日している。彼は1936年に，ボストンのE. B.シュンペー

ターが組織する日本研究プロジェクトのメンバーの一人として３度目の来日を

果たし，The Oriental Economist の出版元を訪れ，石橋湛山の協力を得た。

アレンの日本滞在記『日本での任務：60年の思い出』（Appointment in Japan: 

Memories of Sixty Years）は彼の死後１年後の1983年に公刊され，彼が日本滞

在中に感じたこと，彼が観察した日本の変化も描かれている。

　エリザベス・ブーディー・シュンペーター（Elizabeth Boody Schumpeter, 

1898-1953）は，The Oriental Economist が「社内の情報局において，経済統

計データ・利用可能な情報を有料提供する」旨を宣伝していたことから，1935

年に石橋に連絡を取ってきた。彼女は，ボストンのラドクリフ・カレッジ

（Radcliffe College，ハーバード大学とペアの女子大学）で1934年にイギリス外

国貿易の研究で Ph.D. 取得していた。ヨーロッパからアメリカに移住し，ハー

バード大学に着任していたジョセフ・アロイス・シュンペーター（Joseph 

Alois Schumpeter）は彼女の研究指導教授の一人であった。彼女が日本研究に

着手したことが縁となり，訪日経験があった彼と結婚することになった⑹。

　エリザベスは，クルト・ジンガー（東京帝国大学／東京大学元講師），都留

重人（ハーバード大学経済学博士，日米開戦後に交換船にて帰国），上田貞次

郎（東京商科大学／一橋大学，太平洋問題調査会 Institute of Pacific Relations, 

IPR），そして石橋を初めとする日本のジャーナリストたちから，日本経済の

データ・資料の提供を受け，1940年に The Industrialization of Japan and 

Machukuo, 1930 1940: Population, Raw Material and Industry（New York: 

Macmillan）を編集出版した。雪山慶正・三浦正訳による和訳『日満産業構造論』

が1942年に出版され，石橋が序文を寄せた。都留の名前は「ツル・シゲト」と

カタカナで表記されている。石橋はThe Oriental Economist の1941年２月号

─────────────────
⑹　Lobdell（2000），McCraw（2007）第９章，池尾（2006），Ikeo（2014），参照。
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に長文の書評を寄せ，外国語で書かれた日本経済論としては秀逸であると絶賛

した。エリザベスの来日はかなわず，彼女のプロジェクトメンバーの一員とし

て，G. C. アレンが1936年に来日したのであった。

　そしてエリザベスは，1940年１月号に「アメリカは日本に何を欲するのか」

（‘What America Wants of Japan’）を寄稿した。日本での世論調査をもとに寄

稿を依頼されて，彼女は，日本が必要な原料は「戦争の原料」でもあること，

アメリカでは日本軍による殺戮が報道されていること，反日派を殺しても親日

派が増えるわけではないことを指摘した。そして日本人たちの不満──（1）国

際連盟・ワシントン会議の決議，（2）アメリカでの人種差別，（3）日本に対する

貿易障壁──は，日中戦争を終了させれば西側と協議可能であろうと述べた。

　コウル（G. D. H. Cole）とダービン（E. F. M. Durbin）が1941年１月号に寄

稿した「イギリスの戦時経済構造」（‘Britain’s Wartime Economic Structure’） 

と「最近のイギリス人たちの経済思想」（‘Recent British Economic Thought’） 

は合わせて読まれるべきであろう。コウルは，イギリスも戦時体制を組んでい

るが，ドイツ・日本よりも統制は少なく，原料も確保しているとした。ダービ

ンは，イギリスでは，動員による統制のために部分的には「独占」が発生して

いるが，「勝利の産業的基礎は整っている，我々は創造し破壊する力を持って

いる」と断言したのであった。

　The Oriental Economist の第４の特徴として，ダンピング批判への反論が

ある。特にイギリスからのダンピング批判が執拗に感じられるほど続いていた

ので，日本側は反論を続けなくてはならなかった。この点では同誌の反駁記事

だけでは不十分であり，上田貞次郎たち（Teijiro Uyeda and associates）が研

究論文を太平洋問題調査会（IPR）で報告し，The Small Industries of Japan: 

Their Growth and Development と題する書籍として，1938年にオックス

フォード大学出版会から公刊した。ただ同書が明らかにしたことは多少込み

入っている。タイトルは，日本の小企業が経済の成長と発展をもたらし，輸出
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の増加につながってきたことを示唆している。それにもかかわらず，綿工業だ
4 4 4 4

けは例外で
4 4 4 4 4

，
4

イギリスよりも大規模の企業・工場が主流で日本の綿工業の競争
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

力
4

，
4

輸出競争力を向上させていたことをデータと図解を交えて丁寧に論じてい
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

る
4

のである。その上で上田たちは，電力供給拡大のおかげで，（地方都市や植

民地の）家族経営の小規模工場でも輸出可能な製品を生産できるようになり，

それらを仲買人や貿易商社が取りまとめて輸出していたことを明らかにしたの

であった⑺。興味深いことに，The Oriental Economist 創刊号の株式情報の

トップは電力産業で，この時期に，電力供給の拡張が着々と進んでいたことが

読み取れることは指摘しておくべきであろう。

The Oriental Economist の特徴（1945年～1950年代）

　既述のように，石橋湛山の公職追放とインフレをめぐる問題については，池

尾「石橋湛山の多面的評価に向けて」（2013）において，The Oriental Econo-

mist を参照して，いくらか検討したことがある。

　それゆえ本節では，この時期，The Oriental Economist が正確な日本情報

を発信するメディアになっていたことに注目したい。戦後の国際貿易・海外投

資の展開には，「オール日本」の協力体制ができていたといえるのである。

　1950年 3月25日号の「週刊時評（Review of the Week）」では，日本の講和

条約に関するプランの報道について述べられている。イギリスからアメリカ政

府に送られたとされる，講和条約メモランダムには，それ以前の11月７日に報

告されたアメリカの講和プランと比べて，厳しい要請が盛り込まれているとす

る報道がある一方で，在米イギリス大使館がそのようなメモランダムは偽造で

あるとしていると報道されていることが紹介されている。日本の通商産業省

（現経済産業省）によれば，日本のポンド圏との輸出入契約は伸びている。極
─────────────────
⑺　イギリスの経済史家たちは現在でも，当時の日本に対して非常に批判的である。日本の商社が，
北米と欧州の間の貿易など，日本に関係しない取引も扱っていたことが関係するかもしれない。
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東のイギリス財務官がロイターに，日本のイギリス連邦諸国からの輸入が近い

うちに再開されるであろうと述べたことが紹介されている。報道の混乱を制し

て，正確な情報を発信する努力がなされていることがわかる。

　そして，国際状況を見据えた戦略的な社説があった。

　1950年５月６日号掲載の「アジアと日本」（‘Asia and Japan’）と題する社説

が注目される（pp.427-428）。次のような主旨である。

　４月に開催された東京経済商業会議（Tokyo Economic-Commercial 

Conference，アメリカ政府関係者のみ出席）では，日本を含む東アジアと

東南アジアにおける域内貿易を振興することが重要であることで意見が一

致した。そして，４月22日発表のコミュニケでは，極東の農業地域と工業

地域の経済には補完的性格があり，この地域の貿易の発展は大きな困難を

伴うことなく発展させうるとされた。会議参加者は，この地域の貿易の発

展は日本次第であろうということで意見が一致した。この東京会議はアメ

リカ政府関係者の秘密会議とされ，他の列強の代表は出席していない。た

だ，東南アジア地域にはインドを筆頭に英ポンド・ブロックがあり，イン

ドシナにはフランスの植民地，インドネシアにはオランダの支配が残って

いる。この地域と日本を貿易で統合するには国際政治分野での相当の努力

を要するであろう。

　続けて，努力をして解決するべき具体的な問題として次の諸点が指摘された。

　第１に，日本人の東南アジア地域への旅行が制限されている。第２に，日本

船舶がこの地域に入港することが禁止されている。第３に，日本が「最恵国」

待遇から排除されて日本製品に対して差別的関税が課されている。

　そして，「日本が極東の経済発展のバネになれば，諸問題は解決するであろ

う」と指摘された。そのうえで，経済安定本部が次のような要望書を GHQ/
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SCAP に提出したことが紹介された。（1）貿易振興のための共通ファンドの設

立，（2）アメリカが認めたように，東・東南アジアでの日本政府領事館の設置，

（3）貿易紛争の処理のための国際委員会の設置，（4）日本海運業の東・東南アジ

アへの定期航路の再建，（5）関税措置において「最恵国」待遇の日本への賦与。

　この後，輸出入銀行の設立が承認され，日本人の海外渡航への規制が緩和さ

れてゆく。

　上の社説には「何よりもまず，戦争状態を終え，平和条約を結び，日本の自

立が必要とされる」と述べられたが，これは翌６月の朝鮮戦争勃発で先延ばし

になる。

　しかし，バンコクの国連アジア極東経済委員会（Economic Commission for 

Asia and Far East，ECAFE，現 Economic and Social Commission for Asia 

and the Pacific，ESCAP）では，日本と ECAFE 加盟国との貿易協定（1950

年７月－1951年６月）が結ばれた⑻。ECAFE Bulletin（1950年第３季号）には，

イギリスは日本との貿易を制限したいが，他のイギリス連邦諸国（ポンド圏）

は拡大したいこと，タイとは満足のゆく協定になったことが記されている。こ

うして新設の国際機関での交渉を通じて，日本と東南アジアとの貿易が再開さ

れてゆく。

　今少し，民間の貿易と投資が再開される様子を伝える記事を見ておこう。

　1955年１月号の「日本の海外投資」（‘Japanese Investment Abroad’）と題

する記事には，日本の海外投資は戦後，1951年に始まったこと，そして企業別・
─────────────────
⑻　国際連合の地域委員会は，それぞれの地域の経済開発を促進する措置を発議し，域内諸国間の経
済関係を強化することを任務とする。地域委員会は経済社会理事会に報告をし，その事務局は事務
総長の権限のもとに置かれている。現在は，アフリカ経済委員会（ECA，1958年設置），ヨーロッ
パ経済委員会（ECE，1947年設置），ラテンアメリカ・カリブ経済委員会（ECLAC，1948年設置），
アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP，1947年設置），西アジア経済社会委員会（ESCWA，1973
年設置）の５つの地域委員会がある。
　ECAFEは1947年３月の第４回経済社会理事会の決議により，その下部機構の一つとして，上海
に設置された。1949年初頭に ECAFEはタイのバンコクに移転して現在に至る。
　1952年初頭に，ECAFE訪問団が来日した（The Oriental Economist 1952年２月９日号）。
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受入国別の投資状況が技術協力の有無とともに記されている。国連加盟以前で

あるが，コロンボ・プランに参加することにより，東南アジア向けには技術援

助・協力が「準賠償」の形を含めて進められていた。賠償が絡んだため，戦後

の日本の海外投資の開始が早まったといえそうだ。

　1955年２月号には，高垣勝次郎（三菱商事社長・経団連理事）が「商社の使

命」（‘Mission of Trade Firms’）と題して寄稿し，1954年７月１日に，４つの

関連会社が合同し，「三菱商事」という昔の名前で再スタートを切ったことを

伝えている。商社が解体されて数が増えて，海外の出先で過当競争が起きてい

たことを説明している。

　1955年５月号の「商社の見直し」（‘Revamping of Trade Firms’）と題する

社説において，財閥解体後数年を経て，商社の合同があり，三菱商事や三井物

産が復活したことを改めて伝えた。

　1956年５月号の「自由貿易を求む」（‘Wanted Free Trade’）と題する社説で

は，外貨割当予算が増加し，「自動承認」品目の数と規模が増加してきている

ことを伝え，政府は輸入自由化に向けて，各産業ごとの目標・計画を示すべき

であるとした。

　1950年代を通して，日本の「低賃金問題」を取り上げる社説が何度か登場す

る。

　そして，創刊25周年を迎えた1959年頃からは，日本企業の紹介記事，特集が

増加する。

おわりに

　The Oriental Economist は，日本と世界を連結してきた雑誌である。

　1934年から1945年までの諸号は，政治学者たちによって注意が払われ始めて

いる。

　1945年から1950年代を通して，戦後の日本経済の再建と，国際貿易・海外投
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資の展開には，「オール日本」の協力体制ができていて，The Oriental Econo-

mist が日本情報発信のプラットフォームとなっていたといえる。

　そして，1945年以前には太平洋問題調査会（IPR）が，1949年以降はアジア

極東経済委員会（ECAFE），アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）が，ア

ジア太平洋地域の研究交流・調整機関としての役割の一旦を担っていたといえ

る。1980年には太平洋経済協力会議（Pacific Economic Corporation Council，

PECC）が，1989年にはアジア太平洋経済協力（Asia-Pacific Economic Coop-

eration，APEC）が設立されることになる（池尾 2017 等参照）。

　The Oriental Economist に対して，海外の日本研究者たちと同様に，日本

の研究者たちによってもそれにふさわしいだけの注意が払われ，今後は歴史研

究にも利用されることが望まれる。

　ただ，出版元ではThe Oriental Economist 全巻がほぼ完全な形で保存され

ているものの，同誌を所蔵する大学図書館が極端に少ない。日本語版の『東洋

経済新報』（1895年11月創刊）のデジタル版が2016年から利用可能になってい

ることに鑑みれば，当然，英文デジタル版の刊行が期待される次第である。（本

稿校正中の2017年５月末，The Oriental Economist のデジタル版が発売開始

になったとの知らせが入った。）

（The Oriental Economist の閲覧を筆者に勧め，そのための便宜を図ってく

ださった山縣裕一郎東洋経済新報社社長に感謝する。本稿は，早稲田大学特定

課題研究助成費（2016年度 課題番号2016K-133と2017年度 2017K-135）の成果

の一部である。）
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